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研究要旨 

本研究では、小児慢性関節炎患者における脊椎関節炎（若年性脊椎関節炎）の疫学実態

調査・本邦における診断基準および診療ガイドライン策定を目指す。そのために、日本リ

ウマチ学会小児リウマチ調査検討小委員会や日本小児リウマチ学会、さらには小児リウマ

チ性疾患に関わる厚労科学研究班と密接に連携体制を測り、他の小児慢性関節炎との鑑

別・成人の脊椎関節炎との整合性をもったガイドライン策定を予定している。 

今年度は、すでに海外で報告されているいくつかの診断・分類基準の有用性について、

本邦若年性脊椎関節炎患者における有用性を確認した。今後は、これらの結果を基に上記

連携をもちつつ具体的なガイドライン作成段階に入る。 
       

A 研究目的 

若年性特発性関節炎(Juvenile 

Idiopathic Arthritis: JIA)は 16 歳未満の

小児に発症した原因不明の 6 週間以上続

く慢性関節炎である。そのうち、乾癬性関

節炎と付着部炎関連関節炎と一部の未分

類関節炎は脊椎関節炎（SpA）に含まれる

疾患概念である。2016 年度に行われた厚

生労働研究班（班長：森 雅亮）の研究結

果では JIA の約 6％がこれに相当すると

考えられている。 

16歳の誕生日以前に発症したSpA患者

を若年性脊椎関節炎（JSpA）とよぶ。SpA

に含まれる反応性関節炎、腸炎関連関節炎

などは JIA に含まれないため（添付１）、

実際は JSpA の総数は JIA 中の JSpA 患

者よりやや多いと推測される。本邦では疾

患関連 HLA とされる HLA-B27 の保有率

が引いため海外諸国に比べ JSpA 患者は

少ないとされてきたが、近年の分類基準の

浸透や画像診断の技術の向上により、従来

考えられてより多くの患者がいることが

わかってきた。しかし、本邦における実態

や予後はいまだ不明な点が多く、成人期へ

移行した症例の継続調査もなされていな

い。 

JSpA は発症当初は特異な体軸関節症

状や皮膚症状を示さず、数年の経過を経て

病態が完成するとされているため初期診

断が困難である。一方、JSpA に見られる

付着部炎（腱・靭帯・筋膜・関節包が骨に

付着する部分の炎症）は一般血液検査や画

像診断における同定が困難で、熟練した診

察技術を要するため適切な診断がなされ
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ていない可能性も指摘されている。このよ

うな背景が JSpA の患者数を見かけ上少

なくしている可能性は否めない。 

そこで、現在当施設で通院中の JSpA 症

例の臨床的特徴を分析し、過去の文献報告

と合わせて本邦における診断・治療ガイド

ラインを目標とした調査研究を進めてい

く。 

 

B 研究方法 

今回 2017 年 1月現在、大阪医科大学小児

科に通院中の JSpA 症例について、現在発

表されている各種診断基準について、その

整合性を検証する（添付 2）。 

（倫理面への配慮） 

(1)「人を対象とする医学系研究に関する

倫理指針」に則して、研究を行う。研究内

容は、研究代表者および分担研究者の施設

での倫理審査の承認後、診療録の後方視学

的解析を行う。施設ではポスターに記載し

て貼付する等して倫理的配慮を行ってい

く。 

 (2)個人情報の保護に関する法律（平成15

年5月法律第57号）第50条の規定に沿い、

得られた患者の情報は外部に一切漏れな

いように厳重に管理する。研究結果の公表

に際しては、個人の特定が不可能であるよ

う配慮する。 

 

C 研究結果 

1） 対象：当院に通院中の JIA 患児のうち、

付着部炎・乾癬性関節炎の 25 例（男

子 11 例、女子 14 例）について検討。

これらを JSpA 群とした。 

2） JSpA：すでに海外で小児に対する

validation が行われ、有用性が確定し

て い る ESSG (the European 

Spondyloarthropathy Study Group) 

分類基準 1991 の検証を行ったところ、

全例基準を満たした。 

3） 若 年 性 乾 癬 性 関 節 炎 （ juvenile 

psoriatic arthritis：JPsA）：乾癬性関

節炎 1 例について JPsA の分類基準で

ある Vancouver criteria1989 を検証

したところ、基準を満たした。 

4） 若 年 性 強 直 性 脊 椎 炎 （ juvenile 

ankylosing spondylitis：JAS）：JAS

に対する有用性が確認されている改

正 New York 基準 1984 を検証したと

ころ、25 例中 6 例が基準を満たした。 

5） 体軸性 JSpA：ASAS (the Assessment 

of Spondyloarthritis International 

Society classification) の体軸性 SpA

分類基準（2009）について検証したと

ころ、関節炎発症の時点では 25 例中

4例（16％）のみが基準を満たしたが、

最終観察時は 8 例（32％）が基準を満

たしており、経過中に体軸関節病変の

進行が見られた。 

6） HLA-B27: 25 例中 4 例（16％）で陽

性であった。これは日本人における保

有率より明らかに頻度が高い。海外ほ

ど陽性率は高くないが明らかなに疾

患関連 HLA であると推測される。ま

た、JAS では 6 例中 3 例と有意に保有

者が多く、重症度との相関も示唆され

る。 

 

D 考察 

 今回の結果からは、成人の JSpA 分類基

準および強直性脊椎炎診断基準、海外の

JPsA 分類基準は本邦の JSpA 患児におい
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ても有用と考える。ASAS の体軸性 SpA

分類基準は陽性率が低く、特に発症早期に

はより低いと考える。もともと小児は発症

時末梢性関節炎優位で、経年的に体軸性関

節炎を合併する事が多いため、末梢性 SpA

分類基準や経年変化を加味した診断ガイ

ドラインが必要と思われる。 

 ただし、ASAS 分類基準に用いられてい

る MRI 所見は初期の仙腸関節病変を捉え

るのに有用で、従来はすでに体軸関節病変

が進行して初めて診断されていたが、

ASAS 分類を用いる事に早期に他の慢性

関節炎と鑑別できる可能性がある。今後は、

MRI 所見の推移と臨床所見との相関、X

線所見の進行など特異性を確認していく

必要がある。また、本邦では HLA-B27 陽性

率が低いため、本邦の実情に合わせた診断

基準の整備が重要である。 

 

E 結論 

本邦における JSpA の疫学・実態調査に基

づく診療ガイドライン作成が必要。 

 

F 健康危険情報 

なし 
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